
１．事業名

奨学金無利子貸与事業

２．事業方針

３．事業の目的

４．事業内容

⑴ 貸与の対象者

⑵ 募集業務の周知

⑶ 貸与費計画

新規（県内大学等）

円 × 12 カ月 × 5 名 ＝ 円

円 × 12 カ月 × 5 名 ＝ 円

円 × 12 カ月 × 5 名 ＝ 円

新規（県外及び国外大学等）

円 × 12 カ月 × 5 名 ＝ 円

円 × 12 カ月 × 5 名 ＝ 円

円 × 12 カ月 × 7 名 ＝ 円

新規人数 32 名 円

60,000 3,600,000

70,000 5,880,000

小計 19,680,000

40,000 2,400,000

50,000 3,000,000

50,000 3,000,000

30,000 1,800,000

令和６年度　沖縄市育英会事業計画書

平和で明るく活力ある豊かな社会を実現するために、教育、文化、産業、医療及び福

祉等のあらゆる分野の社会活動に貢献する有用な人材の育成に努める。

沖縄県内に住所を有する優秀なる学生で経済的事情により大学等への修学が困難な

者に学資の貸与を行うことにより、有用な人材を育成することを目的とする。

学校教育法に定める大学（短大も含む）、大学院、国立沖縄工業高等専門学校（４年、
５年在学）、沖縄職業能力開発大学校、沖縄県立農業大学校及び国外大学に在学中
の者に加え、令和４年度からは専門学校（２年以上）に在学中の者も対象とし、貸与事
業の推進に努める。

県内の高等学校及び大学等に募集要項を送付すると共に、リーフレット、ホームペー

ジ、「広報おきなわ」及び市内２FM放送局での放送で一般に周知を図る。
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継続（県内大学）

円 × 12 カ月 × 1 名 ＝ 円

円 × 12 カ月 × 3 名 ＝ 円

円 × 12 カ月 × 10 名 ＝ 円

継続（県外及び国外大学）

円 × 12 カ月 × 2 名 ＝ 円

円 × 12 カ月 × 1 名 ＝ 円

円 × 12 カ月 × 11 名 ＝ 円

継続人数 28 名 円

60 名 円

⑷ 貸与者の決定と公表

⑸ 年間事業計画

１月 ・滞納者への督促及び催告 通知、電話等を実施

２月
・償還相談会の実施
・貸与相談受付
・理事会

滞納者（督促、催告通知者）に対する償還指導及び相
談会
貸与内容を詳細に説明

３月
・貸与相談受付
・評議員会

貸与内容を詳細に説明
事業計画案及び予算案の審議

１１月 ・貸与生募集依頼
県内大学及び高等学校等へ募集要項を発送し、さらに
ポスター、チラシ、ホームページ、広報おきなわ及び市
内２FM放送局での放送で一般に周知を図る。

１２月 ・寄付金募集強化月間 職場募金の依頼（沖縄市役所）

９月
・寄付金募集強化月間
・償還相談会の実施

企業、医療機関等への依頼
滞納者（督促、催告通知者）に対する相談会

１０月
・償還残高通知発送業務
・償還相談会の実施

貸与生の償還残高確認
滞納者（督促、催告通知者）に対する償還指導及び相
談会

７月 ・新規・継続奨学生への振込み ４月分～７月分、以降は、毎月月初め振込み

８月 ・滞納者への督促及び催告 通知、電話等を実施

５月
・監査
・貸与生審査及び決定
・理事会

会計監査
提出書類を留意事項により慎重に審査する。
事業実績報告及び決算報告

６月
・貸与生決定通知発送
・定時評議員会 事業実績報告及び決算報告

事　業　名 摘　　　　　要

４月
・貸与生募集
・償還残高通知発送業務

4月1日～4月末日まで(金土日及び祝祭日は除く)
貸与生の償還残高確認

本育英会の理事会において、定款第４１条に基づき新規貸与生を決定する。なお選考
に当たっては、学資の貸与並びに償還方法に関する規則の留意事項により審査し決
定する。なお、審査に当たっては、利害関係を有する理事は除外し、その結果は申請
者への通知はもちろん、決定についてはホームページで一般に公表する。

50,000 1,200,000

60,000 720,000

70,000 9,240,000

小計 18,960,000

総計人数 総　計 38,640,000

30,000 360,000

40,000 1,440,000

50,000 6,000,000
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⑹ 資金造成計画

（歳入）

基本財産運用益 円

特定資産運用益 円

受取補助金（沖縄市教育委員会） 円

寄付金 円

償還金 円

雑収益 円

円

（その他収入）

前年度繰越見込額 円

定期取り崩し 円

円

円

（歳出）

事業費 円

管理費 円

貸与費 円

円

⑺ 法人運営の適正化及び見える化計画

447,040

38,640,000

合　計 44,712,800

定款第８条に基づく、諸書類等の公表及び法人運営業務の効率化、公平性等の確保

を目指す。

5,625,760

7,000,000

18,000,000

1,000

小　計 27,546,000

2,166,800

15,000,000

小　計 17,166,800

合　計 44,712,800

2,520,000

7,000

18,000
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